

















































図１にこの理論をVan Liere & Dunlapがモデル化した規範活性化モデルを示す（Van Liere & Dunlap 1978)。本研究
では、この規範活性化理論を元に分析モデルを構成した。規範活性化理論によれば、人々の道徳意識は、社会的な問題
に関わる「重要性認知」と、その問題に対処することが自分の役割であるという「責任感」を通じて活性化される。黒
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習ができるようになった。2010 年度入学生と 2012 年度入学生は傾向が類似しており、１年前後で仮定したモデルが
適合し、３年生でも定着している。さらに、2012 年度入学生は環境技術科が３年目を迎え、カリキュラムやシラバス
を熟知して入学して来た生徒が多数であった。 
しかし、2011年度入学生は、震災の強い心理的影響が３年間あると考えられる。2011年度入学生は他年度の入学生
と比較して有意であるパス係数は激減している。３年間の環境学習を行っても、仮定したモデルが適合しなかった。 
環境技術科に学科改編を行った後、入試の倍率も高くなり、「環境を学習したい生徒」が、以前よりも増加した。環
境技術科の座学と実習の環境学習の方法は、常に座学に実習がリンクする形で行った。１年生では、座学で「環境工学
基礎」を行い、元々カリキュラムにある実習の「工業基礎」を行った。座学で水質の勉強をしているときには、実習で
「水質検査」を行い、植生の学習をしているときには、「植生調査」などを行った。２年生では、座学で「生活環境工
学」を行い、実習で「開発施工実習」を行った。座学で、大気の学習をしているときには、実習で「大気調査」や、端
材を利用した「リサイクル炭焼き」などを行った。３年生では、座学で「リサイクル工学」を行い、実習では「環境技
術実習」を行った。座学で、ゴミ問題について学習しているときには、実習で「リサイクル工場」の見学を行い、座学
で、リサイクル製品の学習をしているときには、実習で「グリーン製品などに関わる環境監査」などの高度な学習を行
うこともできた。 
これらの授業は、教科書がない学校設定科目だったので、ほとんどの授業が担当の教職員の工夫の元で行われた。ま
た、生徒達は環境技術科に学科改編されてから、節電に関しての環境配慮行動を、しっかりと行えるようになり、移動
教室の時にはエアコンやストーブの電源を切って、消灯してから授業に向かうようになった。節電の学習を行った効果
もあるが、上記の環境学習を行った相乗効果であるとも考えられる。 
以上の結果から、実習だけの環境学習を行った土木科と、座学と実習を併用し環境学習を行った環境技術科を比較す
ると、１年生から座学と実習を取り入れた結果、ほぼ１年間で仮定したモデルが適合した。入学した時点での環境意識
も、環境科目を学習したときの効果に、影響すると考えられる。 
 
５.結論 
本研究では、黒川高校の特性を考慮した「学校版 EMS」の構築による環境負荷削減への影響と環境意識の向上につ
いて、長期間のデータ、複数回の環境意識調査の結果から考察するとともに、環境科目の座学と実習を導入した有効性
をそれらの相互関係を考察し、その結果から高等学校における環境科目のカリキュラムの効果を検証することであった。
第２章では、高等学校の教科「工業」のカリキュラムに、環境科目の座学と実習を導入する方法が、生徒達の環境配慮
行動に与えた影響を、７年間実施した環境意識調査の結果から検討した。その結果、環境配慮行動をとる生徒を育成す
るためには、カリキュラムに何科目かの環境科目を導入すると効果的であること、環境科目を導入する際には、座学と
実習の併用が必要であること、環境科目の座学と実習を導入する際に、座学と実習の学習内容を連携させ、学年ごとに
バランス良く配置させることが重要である。それを継続的に学習することで、仮定したモデルの適合する可能性が高ま
ることが示唆された。第３章では、高等学校での環境マネジメントシステムを導入した際に、共分散構造分析を用いた
環境マネジメントシステムの運用手法が、生徒達の環境配慮行動に与えた影響を、７年間実施した環境意識調査の結果
から検討した。その結果、共分散構造分析を用いて EMS を管理することで、生徒達の「知識」から「環境配慮行動」
までの仮定したモデルとの適合・不適合が明らかになり、より効果的な環境学習のシラバスの改善策（例えば座学と実
習の学習内容がリンクしているのに、授業を行う時期がずれていたので、もっと近づけるなどの改善など）、その入学
年度生の環境意識向上策などが考えられる可能性が示唆された。課題としては、この方法は教育機関独自のものである
ので、企業の社員を管理する手法をさらに考えるのであれば、独自モデルの項目や環境意識調査などの方法を、一から
検討し、実態に見合った仮定モデルを、構築しなければならないことが挙げられた。EMS を認証取得して、各部門の
データが向上しても生徒達の環境意識の向上に結び付いているかは解明できない。共分散構造分析は環境意識解明の一
助として活用でき、EMS を運用する上で有効な分析手法であることが示唆された。第４章では、何らかのイベントが
きっかけで環境配慮行動がとれなくなる心理的原因について、宮城県黒川高等学校の環境意識調査の分析結果を２つの
観点から検討した。その結果、「東日本大震災の影響」は、大変顕著でその年の入学生に大変影響を与えた。つまり、
学習環境が変化する年に大災害が起きると学習しても知識としての定着が遅く、態度と行動の乖離が起きることや項目
間の関係が弱いこと、東日本大震災の前から環境学習を行っていた生徒の大震災直後の６月の環境意識調査で、2010
年度入学生は仮定したモデルが適合した。2009 年度生も「知識」から「個人的規範」までの項目間での関係の強さが
確認できた。つまり、「知識」が定着していれば大災害があったとしても、継続した環境学習は生かされると考えられ
た。 
また、２年生の９月に環境学習の効果がでないのは、学校行事などの集中によるものであると考えられる。しかし、
環境学習を行っていれば、再び仮定したモデルが適合するようになると考えられる。第５章では、東日本大震災前と震
災後５年間の「モノの優先度の調査」を、東北地方とその他の地域の生活者に分けて実施し、その結果を分析・比較し
て、地震などの災害による環境制約下での「モノの優先度」と、その後の変化を明らかにした。その結果、実際に震災
の当事者でないと５年後にはその災害の記憶が薄れること、当事者であると価値観が変化し、モノよりも人の心を大切
にする傾向があることが示唆された。また、電力会社関連で何らかの節電アプローチをすると、優先度は低くなり、そ
の他の地域ではそれが終わると、その反動で優先度が高くなる傾向が見られた。さらに、実際に避難している人のモノ
の優先度と、制約を受けた場合のモノの優先度は異なっていた。「制約を受けた場合」という、仮想の問と実際の経験
では異なることが示唆された。つまり、東日本大震災の被災地とそうではない地域とでは、意識が異なることが明らか
となった。また、５章の結果は、４章の 2011年度入学生の分析結果の裏付けとなった。以上より、環境科目の座学と
実習を工業科の高校生に導入することは、生徒の環境配慮行動を促進することや、EMS 活動だけでは環境配慮行動が
あまり促進されないことが示唆された。また、行事日程が立て込む時期に遭遇した生徒や、大災害後の混乱時期に入学
した生徒は、環境学習をしても、環境配慮行動が促進されにくいことが示唆された。 
 
 
 
 
